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筆者が準備中の研究「近代日本における土地所有構造と地域社会」の主題
は，近代日本社会の構造的変容を，近世近代移行期と日本資本主義の形成・
確立期における土地所有構造の再編過程に注目して明らかにすることであ
る。具体的には，第Ⅰ部では泉州山間部の伝統的一山寺院と村の土地を媒介
とした関係の歴史的展開を解明し，第Ⅱ部では近世の大坂湾岸に現出した大
規模新田開発地帯が近代的工業地帯へと再編されていく過程を明らかにす
る。
第Ⅲ部では伝統都市大阪の周縁地域を取り上げ，第一次世界大戦期の社会
変動の下で深刻化する都市問題の構造やその歴史的形成過程を，人々の生活
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空間で展開する土地所有構造１）に注目して明らかにしていく。具体的には企
業勃興期から大戦後に至る福島・野田地域を分析対象とし，資本制工業生産
への地主層による対応，借家人として登場する労働者諸階層の地域での存在
形態，そして大戦期に階級的諸運動の形を取って噴出する都市問題への対応
としての地域支配構造再編という諸論点を解明していく。
本稿は，このような位置づけと主題を有する第Ⅲ部の準備作業として，第
一次世界大戦期における日本社会の歴史的位置を議論してきた研究史を多面
的に検討し，第Ⅲ部の視角を明らかにするものである。
１．日本資本主義の発達と労働者階級
日本経済史研究において大戦期は，戦時好況に支えられて日本経済が大幅
な発展を達成し，日本資本主義が独占段階に移行する画期として位置づけら
れてきた。研究の主たる関心は日本資本主義の構造的特質の解明に向けら
れ，産業資本確立期（産業革命期）に続く歴史段階における国家および私的
独占資本の成立・確定過程や，重工業の発展を基礎とする労資関係の再編や
１）筆者の研究第Ⅲ部では，都市化していく地域社会の構造的変容を捉えるために，
地域を構成し変容させる諸主体を地域に見出し，その主体性や歴史的・社会的性
格を具体的に解明することを重視する。その意味で，地域の土台である土地の所
有主体であり，都市空間を形成，変容させる都市地主に注目した中嶋節子論文
「近代大阪の都市地主」（『シリーズ都市・建築・歴史』７巻，東京大学出版
会，２００５年所収）が重要である。中嶋は，近代の大阪市が二次にわたって実施
した周辺町村の市域編入を段階的に把握し，それと対応した形で継起的に登場す
る都市地主のさまざまなタイプを明らかにした。中嶋は，大阪都心部（北船場）
をフィールドとする先行研究として名武なつ紀論文「戦前期における大阪都心の
土地所有構造」（『土地制度史学』１６３号，１９９９年所収）を取り上げた。名武は後
に自身の研究視角である土地所有構造を定義して「都市部における土地所有・利
用実態の総体とその展開過程」を把握する方法であるとし，「土地利用との関連
をも含めた土地所有の総体を意味するもの」と述べた（『都市の展開と土地所有』
日本経済評論社，２００７年，９-１０ページ）。筆者の視角はこれと共通する面があ
るが，名武の分析が土地所有をめぐる経済関係に限定されているのに対し，筆者
はより具体的・社会的関係にまで踏み込んで分析することを課題としている。ま
た中嶋論文については，地域の歴史的な変化のなかで都市地主が叢生してくる局
面を把握できていないという問題点を指摘しておきたい。筆者の研究では，福
島・野田地域におけるこの局面を分析し，開発と市街地形成に伴い集積不利益
（宮本憲一『都市経済論』筑摩書房，１９８０年，４７ページ）が地域にもたらされる
メカニズムを解明する。
１２０ 桃山学院大学経済経営論集 第６１巻第１号
労働運動の高揚と企業内化が研究されてきた。こうした諸研究から本論文が
学び，積極的に論点化したい事柄を明らかにしていく。
第一次世界大戦が近代日本社会に及ぼした影響や大戦期日本社会に起こっ
た経済・社会の構造的変容を明らかにした代表的な先行研究として，大石嘉
一郎編『日本帝国主義史』１２）が挙げられる。大石の基本的視角は大戦期を日
本資本主義の帝国主義段階への移行期と捉えるものである。図式的には，日
露戦争段階の日本は軍事的・政治的に早熟な帝国主義化を果たしていたが，
経済面では産業革命期（産業資本の確立）の段階に止まっていた。これに対
して大戦期には資本の高度蓄積が進んで金融資本が確立し，独占段階への移
行がはじまるのである。ここではこうした立場に基づく大石たちの共同研究
について，重工業化とそれがもたらす労働者階級の成立と都市化に絞って検
討を加える３）。
『日本帝国主義史』１で，石井寛治は，大戦期を通ずる産業構造の変化
が，市場構造を媒介として日本資本主義のあり方をどのように特徴づけた
か，という問題意識に基づき，大戦期日本の産業・市場構造を多面的に明ら
かにした４）。石井によると大戦勃発の影響はまず貿易と海運の膨張となって
表れ，これが造船業と造船材料を供給する鉄鋼業の発達を促した。化学製品
は，大戦に伴い輸入が途絶ないし減退したが，政府援助に後押しされて自給
化が進んだ。こうして大戦期の日本では，国際的圧力の後退という条件下で
はあるが，重工業化が推し進められることになった。
大石を中心とする共同研究の基盤には，山田盛太郎『日本資本主義分析』５）
に対する批判がある。大石は山田の研究を，大戦以後の段階的変化を把握で
きていないこと，分析の比重が国家資本に置かれ私的独占資本の成立・確立
２）大石嘉一郎編『日本帝国主義史１ 第一次大戦期』東京大学出版会，１９８５年。
３）大戦ブームが日本経済にもたらした新局面が重工業化と都市化（人口の都市集
中）によって代表されることは，経済成長の観点に立つ日本経済史のマクロ統計
分析においても共有されている。中村隆英『日本経済─その成長と構造〔第２
版〕』東京大学出版会，１９８０年。
４）石井寛治「産業・市場構造」（大石編前掲書所収）。
５）山田盛太郎『日本資本主義分析』岩波書店，１９３４年。
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過程が問題とされていないこと，山田の言う労働力群の「陶冶・集成」が日
本資本主義解体の条件として一般的にしか捉えられていないことの三点にわ
たって批判した６）。この三点目が，日本資本主義研究における，大戦後労資
関係の具体的解明の提起につながる。大石は，「第一次大戦以後，重工業の
発展を基礎に労働運動が急激に組織的に高揚しながら，二〇年代に軍工廠・
大企業を中心に労働運動が企業内化され，「協調的労資関係」が生み出され
てくる根拠が，重工業の資本蓄積のあり方や労働市場の変化と関連づけて，
積極的に明らかにされなければならない」７）と述べた。共同研究では武田晴人
や西成田豊が労資関係論の代表的研究者である。武田は二村一夫８）の研究を
前提に，デモクラシー運動が高揚するなかで「労働運動が独自の位置を占め
た根拠」と限界の解明９）や，「重化学工業が達成した生産力水準によって生じ
た資本主義的蓄積様式の変質，その段階的変化」１０）を論点として提起した。
大戦期以降の経済史把握を踏まえ，労働運動史研究を深化させる意図を読み
取ることができよう。
大石を中心とする共同研究は，大戦期における重工業化の意味を重視し，
その経済史上の意義を産業・市場構造，資本蓄積の態様，労資関係の再編に
わたって体系的に明らかにしたが，都市化の問題は論点化されていない。都
市化については，大門正克が後継シリーズである『日本経済史』に「農村社
会と都市社会」と題する論考を寄せて検討している１１）。大門論文は，労働力
６）大石嘉一郎「序章 課題と方法」（大石編前掲書所収）。
７）同前９ページ。
８）二村一夫「労働者階級の状態と労働運動」『岩波講座日本歴史』第１８巻（近代
５），１９７５年。
９）武田晴人「労資関係」（大石編前掲書所収），２７３ページ。
１０）武田晴人「独占段階の経済と社会」（歴史学研究会・日本史研究会編『講座日本
歴史』９（近代３），東京大学出版会，１９８５年），４４ページ。その後武田は，第一
次大戦の衝撃（重工業化と就業構造の変化）への経済政策による対応を明らかに
している。武田「重化学工業化と経済政策」坂野ほか編『シリーズ日本近現代
史３ 現代社会への転形』（岩波書店，１９９３年）所収，及び同「景気循環と経済
政策」石井ほか編『日本経済史３ 両大戦間期』（東京大学出版会，２００２年）所
収。
１１）大門正克「農村社会と都市社会」石井ほか編『日本経済史２ 産業革命期』（東
京大学出版会，２０００年）所収。
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の存在形態や移動という要素を媒介にして「産業革命期」（１８８６年前後の企
業勃興期から日露戦後恐慌前後）における農村と都市の関係を考察するもの
であるが，その議論から第一次大戦期の都市社会像を対比的に描き出してい
るところに特徴がある。以下に，大門論文から導かれる「産業革命期」と
「第一次大戦期」の都市社会像を図式的に示しておこう。
〈産業革命期〉
○都市での人口の自然増が始まる。
○就業機会の拡大に伴い，若年男子が流入する。
○工場労働者と都市下層社会の賃銀水準に階層差がなく，生活構造は同一水
準にある。
○都市での世帯形成は容易ではなく，単身の不熟練労働や世帯構成員の多就
労の比重大。
○繊維産業主導の産業革命が進行する。
〈第一次大戦期〉
○地方から二男・三男が大都市へ流出するなど，男子労働力の移動に変化が
生まれる。
○工場労働者の収入だけで世帯形成が可能になる。
○産業都市の比重が増大する。
○日露戦後から，重工業大経営労働者の生活水準が下層社会からの離脱を開
始し，大戦景気による賃銀上昇がその本格的達成を可能にした。
○重工業の展開による工業化と都市化の展開が，男子若年労働力の大都市や
その周辺への流入を促す。
以上，『日本帝国主義史』の延長上に大門論文を位置づけ，大戦が日本の
経済・社会に及ぼした影響を経済史的に解明しようとする一連の研究として
の把握を示した。ここで，これらの研究の問題点を二点指摘しておきたい。
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第一は，大戦期における労働者階級の成立が都市下層からの離脱として把
握され，しかもその指標が賃銀や生活水準に求められていることの問題性で
ある。このような把握の研究史的な背景としては兵藤釗の労資関係論１２）にお
いて，大戦後の重工業大経営労働者の賃銀水準が大戦好況期の水準を維持
し，それを基礎に「下層社会」からの離脱を遂げたとされたことがあると思
われる。また中川清も都市下層研究の側から同様の指摘をしている１３）。しか
し労働者階級の成立を生活水準から見た都市下層からの離脱を指標として把
握するのは，ある経済的な側面の把握にとどまり，社会的存在としての労働
者とその家族の把握には至っていない。武田はデモクラシー運動のなかで労
働運動が独自の位置を占めたとして，その根拠を，組織的運動を通じて一定
の賃銀上昇を勝ち取った経験に求めたが，こうした把握も労資関係論の枠に
止まっているといえよう。
第二に，第一の点と密接に関わって，都市住民としての労働者と家族の具
体的な存在形態がこれまで明らかにされてこなかったという問題を指摘した
い。これまでの研究では大戦期の都市において工場労働者が世帯を構える賃
銀水準や生活構造を手にしたという議論がなされてきた。しかしこうした議
論は，マルクスが資本蓄積の諸法則を解明するために必要と指摘した，工場
外の労働者状態（食物や住居）を明らかにするものではなかった１４）。宮本憲
一は，『資本論』に学んで「現代的貧困」を理論化したが，そこで問われる
のは，賃銀水準が上昇したとしても地域での生活難が解消されるわけではな
く，労働者や家族の人としてのあり方を総合的に把握するには工場での労働
条件と地域での生活の両者を統一的に把握することが必要，という問題で
あった１５）。大戦期日本資本主義の歴史的性格を明らかにする上で，大経営を
頂点とする労働者諸階層の工場外，作業場の外での状態を，都市または都市
１２）兵藤釗『日本における労資関係の展開』東京大学出版会，１９７１年。
１３）中川清『日本の都市下層』勁草書房，１９８５年。
１４）マルクス『資本論』第一巻第二三章（岡崎次郎訳，第１巻第２分冊，８５２ペー
ジ。大月書店，１９６８年）。
１５）宮本憲一『［増補版］日本の地方自治 その歴史と未来』自治体研究社，２０１６
年。
１２４ 桃山学院大学経済経営論集 第６１巻第１号
化しつつある地域での具体的な社会関係，例えば家主─借家人関係や，育
児・教育といった生活の営みを地域でどのようにして確保していたのか，と
いった諸論点を明らかにしていくことが求められるのである。
２．資本制生産を阻害する都市問題
第一次大戦期の日本社会の変動が都市問題の深刻化となって現れ，日本資
本主義の矛盾の激化に直面して都市政策が転換を迫られたことを先駆的に明
らかにしたのは芝村篤樹であった。芝村によると大戦期は「明治期の産業革
命を通じて蓄積されてきた都市問題の解決が厳しく問われるとともに，現代
的な都市問題が萌芽的にみられるようになった」１６）時期であった。ここには，
日本資本主義の発達とともに深刻化した都市問題を歴史的に把握することの
必要性が示唆されるとともに，宮本憲一の規定した「現代的貧困」にも通じ
る論点の所在が示されている。
芝村によると，大戦期の都市問題は，その解決の必要性が支配階級にも自
覚されたところに特徴があった。支配階級が「都市問題」を自覚するに至る
には，工場外の社会的施設の不足が資本制生産の阻害要因となること，都市
環境の悪化が労働力の摩耗をもたらし労働力の維持・再生産に支障をきたす
こと，都市環境の悪化が階級的矛盾を激化させる一要因となること，という
三つの契機が存在した。戦間期日本の都市政策は概して貧弱であったが，大
阪市助役・市長として巨大都市大阪の困難な舵取りを担った関一の都市政策
は，労働者階級をはじめとする都市住民の生活と生活環境の保全を目指した
こと，資本の活動に対する公的規制と資本・地主に都市行政に対する費用負
担の強化を主張したことにおいて際だった積極性を有していた。さらに関
は，こうした工場外における労働者と家族の生活を改善する諸施策の主体と
して都市自治体の役割を明確に自覚し，都市の自治や権限の拡大を追求して
１６）芝村篤樹「関一の都市政策」大阪歴史学会編『近代大阪の歴史的展開』（吉川弘
文館，１９７６年）所収，２１６ページ。後に同『日本近代都市の成立─１９２０・３０年
代の大阪─』（松籟社，１９９８年）に所収。
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いくのであった。このような芝村の研究は，経済史研究が持たなかった，大
戦期日本の資本主義発達が都市という具体的な空間で矛盾を引き起こしてい
くことへの視点を備えるものであった。
芝村の研究成果に学びながら，戦前期日本の都市政策の特徴を資本主義発
達と連関させながら理論化したのは宮本憲一であった。宮本は，都市人口
と，その全国人口に占める割合，そして都市数（市制施行地域）を指標
に，１９１５─４０年を日本における第一次都市化の時代と規定した１７）。この議論
の原型である『都市経済論』１８）では，その始期は１９２０年前後に置かれ，「現
代資本主義段階」（独占段階）で起こる都市化という観点が濃厚であったが，
その改訂版である『都市政策の理論と現実』では大戦期にはじまる重化学工
業化と，それと並行して進む都市化の実態に，より着目するようになったと
思われる。この時代には，資本蓄積の日本的特徴（「富国強兵型」）と土地所
有権の優位に支えられ，「住宅難と公害」に象徴される生活環境の悪化，す
なわち都市問題が深刻化したが，これに対し，集権的地方行財政と都市自治
の欠如という条件下で有効な都市政策や土地政策が実施されることはなかっ
た。
近代日本において都市政策が不在ななか，宮本は関一の都市政策思想を高
く評価している。宮本もまた芝村と同様に，大工業制下における賃労働者問
題の関の捉え方は，「労働条件の改善（労働組合の承認，労働者保護法制定，
労働者福祉施設）だけでなく，労働者の生活改善（住宅改良，消費組合）を
ふくむものであった」と指摘している１９）。この点にかかわって広川禎秀は，
関一は１９１１年の著作『工業政策』において，同時代の社会問題を労働問題
として把握していたが，第一次大戦後には労働問題＝社会問題は，都市問題
の深刻化によって格段に重大化しているという見方に到達していたことを明
らかにした。大戦後の関においては「労働問題が都市社会問題として把握さ
１７）宮本憲一『都市政策の思想と現実』有斐閣，１９９９年。
１８）宮本憲一『都市経済論─共同生活条件の政治経済学』（第二版経済学全集２）筑
摩書房，１９８０年。
１９）宮本前掲『都市政策の思想と現実』１７２ページ。
１２６ 桃山学院大学経済経営論集 第６１巻第１号
れることにより，労働問題がいっそう具体的かつ構造的に把握される方法が
見られる」２０）というのが広川の分析である。関にとっても大戦が引き起こし
た社会変動や社会矛盾，そしてその爆発である米騒動や労働運動の高まりは
衝撃だったのであり，この体験を通じて関は社会矛盾が具体的に発現する空
間である都市において労働問題を捉えるという立脚点を獲得するに至ったの
である。こうして関において，日本資本主義が重大な局面を迎えつつあるな
か，都市自治に裏付けられた都市社会政策と都市計画を通じて労働力の摩滅
を防止して再生産をうながし，資本制工業生産の正当な成長をはかるという
政策課題が具体化していった。
大阪をフィールドとする都市史研究は，最大の工業都市の成立と社会矛盾
のはげしさとともに，関一という優れた都市行政家の思想と政策という研究
上の軸が打ち立てられたこともあり，大阪市という大都市行政に関する豊富
な事実解明に加え，デモクラシー運動の高まりに対する都市行政側の対応や
帝国主義論にもわたる広範な論点を提供するに至った。ここでは，大戦期に
おける社会変動を都市問題を中心に歴史的に捉えるという筆者の研究課題と
の関連に絞って論点を示しておきたい。
第一は，大戦期の社会変動と都市問題の焦点として都市住民としての労働
者諸階層の存在形態を位置づけ，資本が高度な蓄積を遂げる中で労働者及び
家族が日々営んだ労働と生活を，具体的な地域のなかで明らかにしていくこ
とである。関一が捉えた，労働問題を重大化させる都市問題を，地域の歴史
的な展開の中で具体的に把握することが必要である。
第二は，いわゆる「第一次都市化」として把握される社会変動を，具体的
な地域や空間で発生する変化として歴史的・具体的に把握することである。
特に経済指標を用いた都市問題の把握では，この時期に顕著となる都市中心
部の人口増停滞と周辺部の人口増大・密集化が「ドーナッツ化現象」として
２０）広川禎秀「関一の民衆観─現実の民衆とあるべき民衆─」（『近代大阪の都市文化
─大阪市立大学大学院文学研究科COE／重点研究共催シンポジウム報告書─』大
阪市立大学大学院文学研究科都市文化研究センター，２００５年，所収）９８ページ。
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一般的に捉えられがちである。しかし大阪市を事例とすると，近世以来の伝
統都市を空間的に受け継いで成立した市制（特例）施行時の大阪市は，１８９７
年（明治３０）に接続２８ヶ町村（一部は部分）を編入して市域を拡張した２１）。
大戦期の都市自治体としての大阪市域はこのような成り立ちを持つのであ
り，歴史的に形成されてきた大阪市域の内部構造や外部空間（西成郡・東成
郡の町村）との関係性を組み込んで，都市問題が深刻化する空間の構造を具
体的に明らかにしていく必要がある。伝統都市と近代都市の関係２２）は，こう
した空間構造の変遷を媒介としなければ把握できないのであり，大戦期の都
市問題もまた，かかる歴史的な視野のなかで把握されることが大切である。
３．地域支配構造の再編を通じた階級的諸運動の抑止
ここでは，大戦期における社会変動と矛盾の集約的表現として１９１８年
（大正７）夏に全国で発生した米騒動に注目する諸研究を取り上げ，大戦期
の社会矛盾が深まるなかで階級的諸運動が地域で高まること，そしてこれに
対する都市地域社会の対応としての地域支配構造再編を地域開発の歴史を踏
まえて把握すること，の二つの観点から検討を加える。
まず取り上げるのは，日露戦後以来のデモクラシー運動が新段階に到達し
た時代として大戦期を捉えてきた，１９７０年代までの諸研究である。これら
の研究によると，新段階を迎えたデモクラシー運動の中心的担い手は労働組
合に結集した組織労働者階級であった。大戦のもたらす社会矛盾が深まりを
見せた１９１７年（大正６），労働組合運動とストライキが結びついて空前の争
議発生件数を記録した２３）。この労働運動をさらに大きく発展させたのは１９１８
年夏の米騒動であった。米騒動は民衆による生活擁護闘争であり，政治と社
２１）拙稿「工業化初期の都市政策と地域社会─大阪市による接続町村の編入をめぐっ
て─」大阪市立大学大学院文学研究科都市文化研究センター『都市文化研究』１０
号（２００８年）所収。
２２）この点は，吉田伸之が『伝統都市・江戸』（東京大学出版会，２０１２年）の序章
で，日本近代都市史研究の現状として「伝統都市との関係性についての関心が希
薄であるものが多い」（１７ページ）と述べたことへの筆者なりの応答である。
２３）二村前掲論文。
１２８ 桃山学院大学経済経営論集 第６１巻第１号
会に対する抗議運動であるという複合的性格を持ち，米穀廉売などの応急対
策や寺内内閣の退陣を勝ち取ったことから民衆に力の自覚を与えた２４）。米騒
動は，民衆の自覚に支えられて階級的諸運動の跳躍台となり，天皇制国家を
一部動揺させ，民主主義を一歩前進させたのであった２５）。
これらの研究に対してコメントしておきたい。第一に，デモクラシー運動
への寄与如何だけでは捉えきれない，大戦期の社会変動や矛盾の具体的表現
として米騒動を捉える必要がある。こうした諸研究においては，米騒動が跳
躍台となり，組織労働者を主な担い手としてデモクラシー運動が新段階に入
るとする理解が示されている。井上清や松尾尊兊の評価は，階級闘争の担い
手として近代的な工場労働者を高く位置づけるという理論的立場が前提と
なっている。これに対して米騒動の担い手は「工場労働者ではない前近代的
な種々の労役者や職人，あるいは工場労働者でもマニュファクチュアー的な
工場の労働者が，その主力」２６）とされている。
このように，工場労働者を中心的担い手とはしない米騒動が，階級的・組
織的労働運動の高揚をもたらしたという観点から評価されている。ここで
は，階級的諸運動の高揚に寄与する限りで米騒動を評価する姿勢が前提と
なっているように思われる。しかし，米騒動の主たる担い手とされた都市雑
業層や都市下層民の都市社会における堆積への注目は，資本蓄積を相対的に
高度化させる大戦期日本の資本主義を捉える上で不可欠の視点である。のみ
ならず，大都市の「スラム労働力市場」こそが日本資本主義の国際競争力の
源泉となったという観点に立った都市社会史研究も生まれている２７）。都市に
おける米騒動の主力となった階層についても，社会運動や政治運動の展開に
従属的な位置づけに止めることなく，独自に検討することが必要である。
第二に，米騒動は地域で発生し，たたかわれるという側面に固有の意義が
あり，米騒動の研究が地域史に対して有する意味を自覚することが大切であ
２４）松尾尊兊『大正デモクラシー』岩波書店，１９７４年。
２５）井上清・渡部徹編『米騒動の研究』第５巻，有斐閣，１９５７年。
２６）同前第１巻（１９５９年）１０８ページ。
２７）杉原薫・玉井金五編『大正／大阪／スラム』新評論，１９８６年。
第一次世界大戦期における社会変動と都市問題 １２９
る。ここで，地域のなかの労働者諸階層という捉え方について検討してみた
い。『米騒動の研究』は，呉や舞鶴の海軍工廠労働者が米騒動に参加した事
例について，「大工場労働者も街頭の行動には，近代的労働者としての階級
的特性から参加したのではなく，無産の群衆の一人として参加している」２８）
とし，神戸三菱造船所労働者の場合についても「三菱造船労働者という階級
的結合を保持していちじるしい指導性を発揮したのではない」２９）と述べてい
る。このような，米騒動への労働者階級による関与の仕方についてのいわば
消極的な評価は，階級闘争の担い手として近代的工場労働者を評価する姿勢
のしからしむるところである。しかしここには，地域のなかで労働者諸階層
を捉える上での重要な視点が潜んでいるように思われる。『米騒動の研究』
には，都市や農村で発生する米騒動では「種々の職業や階層の者が居住地域
の共通性によって集団」３０）化することを指摘した箇所がある。ここには，職
場でたたかわれる労働運動とは異なり，米騒動は生活空間でたたかわれると
いう固有の性格が表現されていると思われる。つまり，１９１８年夏の米騒動
をつうじて，大戦期の社会矛盾が深まるなかで階級的諸運動が地域で高まる
ことの固有の意味を追究していくことが大切なのである。
さて，ここまで検討してきたように，米騒動を跳躍台としてデモクラシー
運動が階級的諸運動とも結びついて（松尾尊兊はその頂点に普選運動を位置
づけた），民主主義要求は日本近代史上最高潮に達するに至った。労働組合
の公認問題，地主・小作関係の近代的再編，都市の住宅難の下での土地住宅
賃借権保護といった社会の多方面にわたる民主主義要求によって，１９２０年
代の体制側は治安立法や国家機構の再編を余儀なくされた３１）わけだが，ここ
で注目したいのは，米騒動や借家人運動に見られたような都市地域社会の動
２８）前掲『米騒動の研究』第１巻，１０８ページ。
２９）同前１０９ページ。
３０）同前１０５ページ。
３１）利谷信義・本間重紀「天皇制国家機構・法体制の再編─１９１０～２０年代における
一断面」中村政則編『体系日本国家史』近代Ⅱ（東京大学出版会，１９７６年）所
収。渡辺治「１９２０年代における天皇制国家の治安法制再編成をめぐって」『社会
科学研究』２７巻５・６合併号（１９７６年）所収。同「日本帝国主義の支配構造─
１３０ 桃山学院大学経済経営論集 第６１巻第１号
揺につながる動きの抑制が米騒動の再発を未然に防止するために追求され，
地域秩序の維持や再編がはかられていったことである。１９８０年代以降の都
市社会史研究の盛行の下でこの動向が関心を集め，大阪府方面委員制度の運
用実態や，米騒動を契機とする地域支配構造の再編過程の解明という研究潮
流を生み出していった。次に検討するのは，大阪をフィールドとする都市社
会史研究において，１９８０年代以来提起されてきた地域支配構造の再編をめ
ぐる研究史である。この領域においては１９１８年夏の米騒動や，米騒動を発
生させた都市社会，および米騒動後に階級的諸運動の形で社会矛盾を爆発さ
せない社会体制の構築をどう理解するかが論点とされてきた。
米騒動対策の主体としての都市中間層の活動に最初に注目したのは大森
実３２）である。大森の研究は，米騒動直後に設けられ，組織的な救貧・防貧活
動を行った大阪府方面委員制度を取り上げ，都市下層社会や制度の担い手で
ある都市中間層に注目するという新しい視角を切り開いた。
大森の研究に対して，現実に都市問題が展開する中で方面委員制度が地域
支配構造を再編・強化する役割を果たしたことに注目する必要があると批判
したのが松下孝昭３３）である。松下は日露戦後から普選体制成立期に至る大都
市政治の地域的基盤を解明するという問題関心に立ち，地域支配構造・政治
構造の要としての学区（小学校設立負担区）に注目した。松下は方面委員制
度が地域の貧困問題への対処を通じて地域秩序の動揺を抑制し，米騒動や階
級的諸運動の暴発を未然に防ぐ役割を果たしたと指摘した。
このように１９８０年代には，都市史研究が活発化する中で，都市社会の中
で米騒動を位置づける視点や，階級的諸運動への対処としての地域支配構造
再編という論点が自覚されるようになった。これと並行して，米騒動が発生
した都市社会における貧困問題や下層社会への関心が高まった。労働運動史
１９２０年代における天皇制国家秩序再編成の意義と限界」『歴史学研究』１９８２年度
代大会特集号（１９８２年）所収。
３２）大森実「都市社会事業成立期における中間層と民本主義─大阪府方面委員制度の
成立をめぐって─」『ヒストリア』９７号，１９８２年。
３３）松下孝昭「１９２０年代の借家争議調停と都市地域社会─大阪市の事例を中心に─」
『日本史研究』２９９号，１９８７年。
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や労資関係論が捉えきれなかった社会の実態に関心が高まったともいえよ
う。中でも杉原薫・玉井金五らの共同研究３４）は大きな影響力を持った。杉
原・玉井は，大阪に展開した日本最大の労働力市場を，近代的工場労働者か
ら構成される「一般労働力市場」と，力役や雑業から構成され労働・生活が
「スラム的水準」である「スラム労働力市場」の二重構造として把握し，後
者こそがアジア諸地域と貿易によって結びつく日本資本主義の強靱さを支え
たと主張した。また原田敬一３５）は，米騒動の背景として都市下層社会の生活
水準や米穀消費構造，さらに米騒動前後の都市社会事業の性格等を論点とし
て示した。これらの研究はそれまで明らかにされていなかった都市下層社会
の実態に迫るものであったが，都市下層に生きる人々の生活構造や世帯形成
がいかなる社会関係の下で存立していたのかを具体的に解明しようとする視
点が弱かった。
佐賀朝３６）は大森以来の研究史を整理し，方面委員制度の実態解明を行っ
た。佐賀は，米騒動に直面した地域支配層の危機意識や，それに突き動かさ
れた行動力，そしてこれに対する一定の大衆的支持といった方面委員の持つ
社会的属性を明らかにした。こうした方面委員の活動の背景には，米騒動へ
の応急対策である米穀廉売に奔走した地域支配層の役割が府庁の救済行政当
局によって評価されたという事実があった。筆者３７）もまた佐賀の研究を前提
に，米騒動への応急対策を大阪市北区上福島連合区（学区）に即して分析
し，地域支配構造の再編を跡づける作業を行った。
こうした研究の蓄積を経て，近代都市における地域支配構造再編の契機を
３４）杉原・玉井編前掲書。なお，労働・生活の「スラム的水準」というとらえ方につ
いて筆者は，都市下層労働者の就労構造を解明するという観点から批判したこと
がある。拙稿「１９２０─３０年代の都市における労務供給請負業者」『ヒストリア』
１７５号，２００１年。
３５）原田敬一「米騒動研究の一視角─「生活難」をめぐって─」『部落問題研究』９９
号，１９８９年。
３６）佐賀朝「１９２０年代の都市地域支配と社会構造─大阪府方面委員の活動をめぐっ
て─」『歴史科学』１４０・１４１合併号，１９９５年。後に同『近代大阪の都市社会構
造』（日本経済評論社，２００７年）所収。
３７）拙稿「米騒動と都市地域社会─大阪市北区上福島連合区を素材に─」塚田孝編
『大阪における都市の発展と構造』（山川出版社，２００４年）所収。
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米騒動に見出す視点が共有されるに至った。鈴木良３８）は京都市の都市構造の
基盤として町と学区に注目し，そこに形成された有産者秩序から排除されて
いた借家人による権利要求が米騒動の時期に高まることを明らかにした。鈴
木が，地域支配構造の再編をもたらす社会変動を地域の中で捉えることの必
要性を指摘したのは重要であった。また松下孝昭３９）も京都市を素材として，
方面委員活動と都市社会事業の相互関係を検討し，米騒動後の都市における
支配構造のトータルな把握に迫ろうとした。さらに飯田直樹４０）は，日露戦後
以来の地域支配の担い手として，社会事業（貧民対策）を行う警察の役割に
注目し，地域支配の担い手が警察から方面委員に転換するという把握を明ら
かにした。
これらの研究史に対して，二つの問題点を示しておきたい。第一に，地域
を動揺させる生活難を，大戦期における日本資本主義の発達を踏まえて構造
的に把握することが必要である。地域支配構造の再編に注目する諸研究は，
米騒動対策としての，階級的諸運動の爆発を抑止する諸装置（方面委員や借
家調停制度）に注目してきたが，そこでは「支配」の客体として都市下層民
に注目する傾向が強かった。しかし大戦期の社会変動に注目すると，重工業
の基幹労働者をはじめとする労働者諸階層を，都市化しつつある地域社会に
定着する地域住民として位置づける視点が必要となるであろう。
第二に，階級的諸運動に突き動かされて進行する地域社会の構造的再編
は，地域の歴史的・空間的成り立ちを踏まえて解明される必要がある。大阪
市を対象とするこれまでの研究では，米騒動への応急対策である米穀廉売
や，恒久的予防策である大阪府方面委員制度の運用単位として学区（小学校
３８）鈴木良『歴史の楽しさ』部落問題研究所，２０００年。
３９）松下孝昭「都市社会事業の成立と地域社会─１９２０年代前半の京都市の場合─」
『歴史学研究』８３７号，２００８年。
４０）飯田直樹「米騒動後の都市地域支配と方面委員」広川禎秀編『近代大阪の地域と
社会変動』部落問題研究所，２００９年。同「近代大阪における警察社会事業と方
面委員制度の創設」『社会政策』４４巻１号（通巻第１１号），２０１１年。同「部落改
善事業としての大阪府方面委員制度」部落問題研究所編『身分的周縁と部落問題
の地域史的研究』（部落問題研究所，２０１６年）所収。
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設立負担区）が注目されてきた。学区は，小学校の設立・運営に携わる区会
議員・学務委員をはじめ，府議や市議への階梯となる各種名誉職の選出単位
でもあることから，これら名誉職を通じた地域運営への関与や集票機能が，
地域支配構造の実体として解明されてきた。松下は，こうした学区制度が地
域間格差という本質的矛盾を抱えていたと指摘し，「都市中心部の富裕学区
と周辺部の貧窮学区との差違」が明治末期から大正期にかけて政治問題化し
ていく過程を明らかにした４１）。このような地域間格差の基礎には，旧三郷を
受け継いだ旧市域に，１８９７年（明治３０）大阪市編入の新市域が外延的に接
続して進行する伝統都市大阪の近代における空間構造再編過程が横たわって
いるが，この問題が近代大阪研究で的確に認識されることは少なかった。旧
市域と新市域の間にある差違を学区が有する経済力の格差としてのみ捉える
のは，歴史的成り立ちを異にする地域を「小学校設立負担区」として同一平
面上に置く学区制度が政治問題化する局面を理解する上では有効であろう
が，地域の把握としては一面的である。また，大阪市域への編入の経緯を同
じくする地域同士であっても，例えば木賃宿営業地と工場労働者の居住地で
は，都市問題や地域支配の内実も異なると思われる。地域の歴史的成り立ち
を踏まえた上で，地域が動揺し，地域支配が再編されていく，大戦期または
米騒動後という歴史的段階の意義が解明されねばならないのである。
４．資本主義の発達に伴う近代日本社会の変容
最後に取り上げたいのは，鈴木良４２）が試論的に示した，第一次大戦後にお
ける日本資本主義の確立に伴う近代日本社会の変容に関する研究である。鈴
木の問題関心は，近代資本主義社会において農村に前近代的諸関係が残存し
て天皇を頂点とする支配体制を支えるからくりを解明することにある。この
４１）松下孝昭「大阪市学区廃止問題の展開─近代都市史研究の一視角として─」『日
本史研究』２９１号（１９８６年）所収。
４２）鈴木良「近代日本の地域支配構造を考える」地域史惣寄合呼びかけ人『地域史と
住民・自治体・大学』（２０１２年）所収，「地域支配構造の発展」『部落問題研究』
２０５号（２０１３年）所収。ともに部落問題研究所編前掲書に所収。
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問題に迫るために，２０１０年代に相次いで発表された論文では「近代資本主
義の形成・発展と都市の発展と農村の変容」を一体として把握するという視
点が強調され，工業都市大阪の発展過程の検討を基礎として，農村社会の変
容と古い支配体制の崩壊が展望されている。具体的な工業都市大阪の発展過
程については別稿で検討することとし，ここでは鈴木が大戦に伴う社会の変
容をどのように捉えているかという問題に絞って考察を加えておく。
鈴木は「第一次大戦終了後から大恐慌をへて戦時体制に突入するまでの時
期（一九一九年～一九三五年頃）に日本資本主義は確立した」という展望を
明らかにしている。鈴木は大戦期に「重工業における産業革命（生産手段の
生産）が進展し，日本資本主義の確立＝資本主義的社会構成体が形成され
た」とも述べている。大戦期の重工業化は，農村から都市への大規模な，成
年男性労働力の移動を発生させたという点で，繊維産業が大量の「出稼ぎ
型」若年女性労働力を動員したのとは全く歴史的意味が異なるのであり，鈴
木はこうした労働力の移動をもたらす大戦期の重工業化が日本資本主義を確
立させ，近代日本社会を質的に変容させたと主張するのである。
鈴木のこうした主張と重なるのが，古島敏雄の「産業資本の確立」４３）と題
する論文である。明治２０年代初頭から末期に至る経済発展を，全経済の構
造的特質のなかでの資本制諸部門の地位を吟味するという視角で分析した古
島論文は，当該時期において「資本と地主制の共存の主要条件」を明らかに
している。晩年の古島はこの論文の要点が「社会の内部で労働力が恒常的に
供給される仕組みができていることを基礎にして，資本が長期にわたって行
動し得る構造が成立することをもって，産業資本確立の概念の中心に据える
べきである…日本がほぼそれに近い状態になるのは昭和初年」４４）と主張する
ことにあったと語っている。鈴木と古島の間には，いわゆる「産業革命」の
捉え方に異質な面があるが，第一次大戦後の時期に労働力移動を軸とする社
４３）古島敏雄「産業資本の確立」『岩波講座日本歴史』１７，近代４（岩波書店，１９６２
年）所収。
４４）古島敏雄『社会を見る眼・歴史を見る眼』（農山漁村文化協会，２０００年）１３０-
１３１ページ。
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会構造の変容が発生したことを重視している点は共通している。
問題は，近代における社会の構造的変容を，地域の具体的な動向として把
握し，さらにその歴史的意義を明らかにすることである。鈴木の議論は，大
戦期にはじまる重工業化と労働力移動の本格化が都市社会と農村社会を決定
的に変容させ，そのことによって古い支配体制が崩れていくという見通しを
持っているところに独自性がある。鈴木によると，大阪で大工場建設などの
労働力需要が発生したことで農村の小作人が地主と対峙する際の有利な条件
が形成されて地主支配が揺らぎ始めるとともに，都市の大規模部落では農村
部落からの人口流入と貧困者の堆積によって混住の傾向が強まっていった。
こうして「前近代以来の身分的遺制である部落への疎外が次第に都市から崩
れ始めた」４５）のである。
鈴木は，資本主義の発達に伴う近代日本社会の変容を捉える上で，いわゆ
る戦間期に注目しているが，その起点は重工業化がはじまる大戦期に見出さ
れている。そして近代日本社会の変容とは，前近代の身分制の遺制である部
落に対する疎外がくずれることであり，その震源地となったのが大阪や神戸
という大都市なのであった。鈴木の議論は，大戦後の都市大阪を対象とした
社会史研究が，日本社会の長期的あゆみを明らかにする上で持つ重要性を指
摘するものといえよう。別稿にて，鈴木の議論を積極的に発展させる観点か
らさらに検討を加える予定であるが，ここで指摘しておきたいのは，農村か
らの恒常的な人口流入を受け入れることで，都市にどのような矛盾が引き起
こされたのか，あるいは都市側の経済的・社会的条件の歴史的性格はどのよ
うなものであったかを明らかにすることの重要性である。ここまで検討して
きたように，大戦期には労働力を摩滅させる都市問題の深刻化が資本側に
よっても認識されるようになっていた。こうした段階における，日本社会の
資本主義化の歴史的意義を捉える上で，日本資本主義の基幹労働力をはじめ
下層に至る労働者諸階層の地域における存在形態を，地主・家主が形作る有
産者的地域秩序における借家層という側面を基礎として解明することが重要
４５）鈴木前掲「近代日本の地域支配構造を考える」６３ページ。
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になるであろう。
おわりに
本稿では，第一次世界大戦のインパクトが日本社会に引き起こした社会変
動の歴史的意義を解明しようとした先行研究を検討してきた。ここまでの検
討を踏まえ，筆者の研究において大戦を契機とする都市大阪の構造的変動を
捉えるための視点を以下のように整理しておく。
第一に，大戦期に都市問題を深刻化させる空間の歴史的形成過程を解明
し，大戦期をその延長上に位置づけて把握する。大戦期の大阪における都市
問題は，近代における地域開発を伴う都市空間の形成過程と大都市行政の展
開過程が資本主義発達の下で連関しあい，構造的に形成されていく。つま
り，大戦期の都市問題を理解するには，それらが立ち現れる都市空間を前提
とするのではなく，その歴史的な形成過程を明らかにしなければならない。
具体的には，都市政治史において富裕学区と貧窮学区の経済格差と捉えられ
てきた大阪市の都市構造は，近世大坂三郷をほぼそのまま引き継いだ旧市域
と，１８９７年（明治３０）に西成郡・東成郡の接続町村から編入した新市域か
らなる重層的な都市空間構造に対応していた。こうした構造を有する近代都
市大阪における大戦期の社会変動を解明するには，資本主義的諸関係の地域
への浸透を具体化する開発や，その物質的条件となる土地所有構造に注目す
ることが有効である。筆者の研究では近代大阪における新市域のうち福島・
野田地域を取り上げ，資本制工業生産の地域への浸透に対する地主層による
対応としての開発の諸局面を明らかにし，大戦期都市問題を準備した歴史的
前提として位置づけていく。
第二に，大戦に伴う社会変動を最も鋭く表現する現象として労働者諸階層
の地域社会への登場を位置づけ，地域での労働者諸階層の存在形態を具体的
に明らかにする。これは大戦が引き起こした資本主義の発達を，具体的な地
域の動きに即して明らかにすることを意味する。重工業が発達して労働者階
級が日本社会で本格的に形成され，労働運動を中心にデモクラシー運動が高
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まるなか，賃銀や労働条件の向上によって解決されない都市内の地域におけ
る生活難が深刻となり，そのことが資本主義的生産様式の安定的な再生産に
とって阻害要因となることが経済的支配層にも認識されるようになった。す
なわち，資本主義の矛盾が具体的な都市問題の形を取って社会に立ち現れて
くるのが大戦期である。従来の労資関係論や労働運動史は，資本主義発達の
画期として大戦期に注目しながらも，重工業大経営労働者を頂点とする諸階
層が持つ，都市及び地域住民としての側面に視野が及んでいなかった。筆者
の研究では，大戦期に重工業大経営をはじめとする労働者諸階層が地域住民
として厚い層を形作るに至る福島・野田地域に注目し，大戦期・後における
地域社会の構造的変動のなかに位置づけていく。
第三に，地域の歴史的展開のなかで構築されてきた有産者秩序が動揺する
画期として大戦期を把握し，資本主義の発展を条件として近代の地域社会が
再編されていく過程を解明する。これまでの研究で米騒動や労働運動の意義
はデモクシー運動との関係で高く評価されてきた。しかし都市史研究や地域
史研究の成果を踏まえると，こうした階級的諸運動が地域史のなかで持った
意義を解明することが重要となる。すなわち，近代における地域の歴史的展
開のなかで資本主義的生産様式に対応するための地域の開発（例えば住宅地
など）が有産者主導の下で行われるが，地域への労働者諸階層の流入が地域
に動揺をもたらすという具合に，開発は矛盾をはらんだ行為であった。筆者
の研究では，こうした開発の実態を基礎として，大戦期における有産者秩序
の動揺と，この事態に対する地域や大阪府・市行政による対応の特質を解明
していく。
（以上）
（しまだ・かつひこ／経済学部教授／２０１９年５月１５日受理）
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